



Suggested Accreditation Requirement for  
School Superintendent Certification in Japan;  




































































































































































































































































































　　 3  　1年以上、1級または2級の官吏又は吏員の職にあって、教育の職務又
は教育に関する事務に従事した者
　　 4  　5年以上、3級の官吏又は吏員の職にあって教員の職又は事務に従事
した者





























長免許状を取得するわけである。この講習会の正式名称は、The Institute For 































































　　 1 　教育原理　　　 2 　教育の社会的基礎　　　 3 　教育心理
　　 4 　学校教育の原理と指導　　　 5 　教育行政　　　 6 　教育財政































































































































































































































































































































































































































































































































































































d 学校経営（Management of Schools）
e 教職員管理（Human Resource Administration）
f 財源と事務管理（Fiscal Resource and Business Service Administration）
g 法規の適用（Legal and Regulatory Applications）
h 政策と政治（Policy and Political Influences）
i 学校と地域の連携（School-Community Collaborations）




































































































































































































































































































































































 C ルートと B ルートの市町が多い。すなわち、教員から指導主事の
経験をしてから校長になるタイプが B ルートであり、指導主事と教頭・校長
そして教育次長・所長または大学附属副校長、ふたたび校長を経験して教育

















































































あるので、（アメリカはそうである。）ここでは B 教育大学と C 大学から、教
育長養成コースの試案を考えてみたい。
8－2　B教育大学の校長・教育長養成プログラム構想
　B 教育大学は、教員養成大学院大学として、積極的に教育現場の養成に応
えている大学である。まだはっきり教育長養成とまでは言っていないが、校
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長のための大学院研修の構想は加治佐哲也を中心にしてよく研究されている
ので、参考にしたい。
（1）校長・教育長養成プログラム構想①　2年間構想
⑴ ⑵
　・学校経営・教育行政基礎科目
　　・学校経営・教育行政調査研究法（フィールドワークと統計）
　　・学校組織・リーダーシップ　・現代教育改革
　　・教育情報処理
　・学校指導者専門科目
　　・学校ビジョン・目標構築　・学校組織マネジメント
　　・学校自己評価　・教育課程経営
　　・教職員職能開発　・学校財務　・開かれた学校づくり
　　・学校危機管理
　・学校経営実地科目
　　・学校経営インターンシップ　・学校経営インターンシップ・セミナー
　　・ポートフォリオと学校経営改善計画の作成
（2）校長・教育長研修プログラム構想②　5日間構想
⑶
（仮免許状構想）
　〈学校管理職・教育行政職特別研修〉
　　1日目　 教育行政・学校経営改革と学校組織マネジメント 
教育指導者と学校指導者に求められる力量 
教育改革と学校経営課題の明確化 
学校組織マネジメントとは何か① ②
　　2日目　 教育行政・学校経営改革と学校経営ビジョン 
学校環境の分析　学校経営ビジョンの構築① ② 
学校業務の改善（講義・事例研究）（演習）
　　3日目　 教育法規と学校危機管理 
危機管理能力を高めるには 
学校経営と危機管理の実際（事例研究）① ② 
体罰・いじめ問題と対応マニュアルの活用① ②
　　4日目　 教育課程経営と労務管理 
組織的なカリキュラム開発（講義） 
組織的なカリキュラム開発（事例発表） 
労務管理関係（事例研究）　法規演習① ② 
開かれた学校づくり　（パネルディスカッション）
　　5日目　 学校評価と教職員評価 
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学校評価システムの活用　教職員の職能開発の実践 
教職員の評価・育成システムの理解　教職員の評価・育成演習
8－3　C大学教育長養成私案
　まだ、C 大学大学院では、特に教育長を養成する講座が用意されていない。
しかし、筆者は C 大学の教授スタッフからすれば、十分教育長を養成する課
程が設立できると考えている。教育長養成を考えるとするならば、現在の講
座から考えて以下のような講義を受講することができるので、そこから教育
長養成を考えることができる。まったくの試案であり私案である。
　 生涯発達教育学講座、教育史、教育行政学、社会・生涯教育学、 
職業・キャリア教育学
　 学校情報学講座、カリキュラム学、教育方法学、教育経営学、教師教育学、
教育情報学
　 相関教育科学講座、人間形成学、教育社会学、高等教育学、比較教育学、
グローバル教育論
　 高等教育学講座、高等教育学
　 心理社会行動科学講座、教授・学習心理学、社会心理学
　 精神発達臨床心理学講座、生涯発達心理学、臨床心理学、学校心理学
⑷
　などが考えられる。また、教育学部のみでなく、法学部関係で、地方自治
法、行財政学を含んだ教育長養成講座を考えることができる。この中で2年
間、40単位くらいで修士課程修了としたらどうであろうか。
　なお、教育長免許状には、修士論文は必須とし、教育行政に関するものと
する。4単位程度でどうであろうか。やはり論文は教育の見方、考え方を深め
るのに最適と思われる。筆者は「教育長の専門性」をテーマとした修士論文
を執筆したが、未だに問題意識をもって、教育行政や教育問題に取り組む姿
勢を植え付けてくれたと思っている。ぜひ、修士論文を教育長免許状の条件
にしていただきたい。
8－4　わが国における教育長養成制度への提案
　教育委員会制度が変わり、教育長と教育委員長を統合した「新教育長」が
誕生した。そこでは、教育長の資質が大きなウエイトを占める。その意味で、
どのような方を教育長に据えるかということは、その自治体にとって重要な
ことである。そこで、筆者は自分の体験と関連して、その提案をしていきた
い。
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1、大学院で学問的な研究を少なくとも2年から4年はすべきである。
　 　教育長免許状の取得には、大学院での学問的研究は必須である。大学の
研究は前に見たような内容になるが、少なくとも教育行政学を中心に、大
学教授と2～3年、みっちり取り組む必要がある。当然、自分の研究テーマ
を設定し、修士論文や博士論文を書かなければならない。筆者自身、教育
長という現職をしながら、大学院修士課程（夜間を中心にした）を経験し
たことが、自分の町の教育行政をすることに大きな幅と深みをもたせた。
　 　折しも、教育基本法の改正があり、各地方公共団体は「教育振興基本計
画」をもたなければならなくなった。ちょうどその時、筆者が大学院でお
世話になった教授に、その作成の顧問になっていただいた。そのために、
県内では最も早く、教育振興基本計画を作成することができた。
　 　教育長は深い洞察力が必要である。それには深い学問研究がないとでき
ない。新聞や単行本程度の知識で教育施策をしていては、いい施策はでき
ない。深い学問的な研究から出た教育施策は保護者や住民を魅了するに違
いない。その意味で、ぜひ大学院は出ていてほしい。ましてや昨今、保護
者の大学卒業者は一般的になってきている。
　 　大学院修了者に教育免許状を取得させ、取得者から首長が自分の地域の
教育長を選ぶようにすれば、問題はないように思われる。人格、学識とも
に高い人物を、自分たちの自治体の教育長にしたいものである。
⑸
2、教育現場の経験も必要である。
　 　筆者は、教育長になる前に、小学校経験13年、中学校経験10年であった。
そのために教師としての学校経験は十分あった。また校長経験が4年とや
や少なかったが、教育行政をするという点においては問題なかった。特に、
若い時の経験、油の乗り切った時の経験（不良ぎみの生徒と生徒指導で渡
り合った）が、後の教育行政をしていくときのいい経験になった。
　 　例えば、保護者からクレームが来た時など、自分の担任時代の経験をも
とに保護者に説明したり説得したりすることができた。行政をしていくと
きに、教育現場の経験がないと、机上の空論を展開することになる。子ど
もたちを念頭に置いた教育行政は不可欠である。温かい思いやりのある行
政官でありたい。長くなくてもいいが、5～6年の教師経験は絶対に必要で
ある。
3、行政経験も必要である。
　 　筆者は町の教育長になる前に、県の教育委員会の勤務を6年経験してい
る。義務教育課（指導主事）、教育事務所（管理主事）、教育事務所次長（事
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実上の所長）である。それまで、学校教育経験のみであったので、それと
はまったく異なる行政経験は、正直言っていい経験になった。学校現場と
県庁や市役所では大きく異なる点が多い。
　 　例えば、学校現場ではその学校のみ、そのクラスのみに通用するわけで
あるが、県や市になると、一つの書類が県下各地の学校、教育委員会にい
くわけである。それだけ大きな影響があるわけで、慎重にならざるを得な
い。一般行政と学校とは仕事も雰囲気も異なり、異なった経験は人間の幅
を広くする。
　 　また議会を経験するか否かは、大きな問題である。市長部局の職員は、議
会をどう乗り切るかに四苦八苦している。市町村教育長も然りである。そ
の意味で、教育長に就任する前に、議会経験をしておくと、教育長になっ
てから、スムーズに対応できるようになる。
　 　教育長の仕事の分野は学校だけではない。いや学校はほんの一部であ
り、30％程度である。生涯教育は今まさに脚光を浴びている。文部科学省
においても、生涯学習課が筆頭課だと聞いている。狭い意味での教育（学
校教育）からのみ教育を見ていては不十分になるであろう。
8－5　わが国における教育長制度への提案
　教育委員会制度において中核的役割を果たす教育長には、どのような資
質・能力が求められているだろうか。
　一般には、政治的に中立で、教育に関し鋭敏かつ豊かな専門的識見と理解
力を有すると同時に、行政的に練達した能力、手腕を持つことが期待されて
いる。そのうえ、予算の獲得のために首長部局の対応を求められるから、彼
らとうまくやっていく人柄と、時には政治的手腕も要求される。更に日曜日
にも、さまざまの行事に儀式要員として引っ張り出されるから、それだけ強
靭な体力も求められる。問題はこのような適材をどのようにして確保するか
である。
　まず、第1に考えられなければならないのは、教育長の資質である。いかな
る職種の専門家であれ、放っておいて育ってくるものではない。専門家は養
成して育ってくるものである。この趣旨からすれば、教育長に一定の、免許
制もしくは任用資格制を導入し、教育長の養成を行うという方策が考えられ
る。これからの社会は学習社会へと移行していく。そこでは人はたえず、人
生に必要な学習を継続して行っていく。その受け皿は、これからの高等教育
機関の役割ということになろう。
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　すでに多くの高等教育機関は社会のニーズに応えて、社会人の受け入れに
積極的に乗り出している。例えば、夜間や土・日曜日を利用した経営大学院
などは、サラリーマンの利用しているところである。各都道府県に1校置かれ
ている国立大学教育学部、旧帝大系の教育学部もその例外ではない。教育長
の養成は、こうした生涯学習の一環として、時間の空いた時や夜間において
行われるようにするのである。ただし、県一つの教員養成大学の教育学部は
教育行政を専門にする教授陣が手薄である。旧帝大系教育学部くらいの教授
陣を配置してほしい。
　第2に、もっと若い教育長を投入すべく、教育長免許状を発行し、免許状を
持った者から、首長が教育長を選択するようにしたらどうであろうか。現在
の制度では、どうしても同じ職場の者から年功序列で登用するか、首長と同
じ市町の校長を起用する傾向がある。これでは教育委員会の活性化は無理で
あろう。無難に任期を過ごすという消極的な姿勢しか出てこない。
　本当は教育長のみ公選制にするといいと筆者自身は考えている。前に見た
ように、戦後の教育委員会法のもとでは教育委員は公選であった。教育委員
は首長の任命と議会の承認という形でいいが、教育長こそ住民の公選にした
らというのが私の提案である。埼玉県の S 市で「2学期制」をめぐり、首長
選挙が行われたようである。これこそ教育問題であり、教育長の姿勢の問題
である。教育長がどういう考え方、教育観をもっているか、ということは住
民にとって非常に大切なことである。
　第3に、第2の方法が無理であるならば、当該地域にこだわることなく広い
地域から人材を求めることも考えたい。すなわち、当該市町村出身者にこだ
わらず、広域化されていく姿勢が求められてもいい。
⑹
 ただこの方法自体は、
教育長が自治体と以前から関係していないことから、地域の住民との関係が
希薄になるという可能性がある。筆者自身は自分の生誕の町で教育長をさせ
ていただいた。小学生、中学生時代の知り合いも多く、住民から信頼を得る
ことも容易であった。したがっていい面と問題になる面があることを胆に命
じておかなければならない。
8－6　教育長は特別職
　1997（平成9）年、町村文部大臣は、第16期中央教育審議会に対し、「今後の
地方教育行政のあり方について」諮問した。
　これに先立って、文部省の「21世紀に向けた地方教育行政の在り方に関す
る研究協力者会議」の「論点整理」が発表された。その中で、教育長に適材
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を確保する方策について、「教育長に適材を確保し、重みをもたせるためには
これを特別職化する必要があるのではないか」と述べて、教育長の特別職化
を提案している。
　これがこの度、平成26年度の地教行法の改正により、正式に教育長は特別
職になった。教育長は特別職と正式に規定された。というのも今までの教育
長の任命は教育委員会の任命であり、教育委員としては特別職であるが、教
育長は一般の地方公務員である。なぜなら、教育長の任命は教育委員会で
あったからである。そこから、教育長の任命権は首長に移った。正式に各自
治体の特別職になったのである。
　そこで問題は、首長がどういう人物を教育長に据えるかがポイントであ
る。前にみてきたように、教育職経験、行政経験そして高い学識（修士又は
博士号取得）を持った人物を特別職に任用するか否かにかかっている。単に、
行政職の部長級の繰り上げ人事のようなことをしてほしくない。教育の専門
家でもありたい。
　全国3000の地方自治体のなかで、かつて大学の教育学部で教鞭をとってい
た教授が教育長をしている自治体が管見の限り3つほどある。それなりにい
い教育行政をしている。堅実で、活性化した教育行政が行われている。流石
と思われる。すべて大学の教授が教育長に就任するといいというわけではな
いが、教育委員会が活性化することは間違いない。
　給料も考えたい。大学教授以上の給料にすべきではないかと考えている。
自治体の首長級の給料にしていただきたい。愛知県下の教育長の調査をした
ことがあるが、教育長の給料は市の4役の一番下に位置づけられている。今は
収入役がなくなったので3役であるが、そこでも最も下に位置づけられてい
る。これではいけない。少なくとも副市長、副町長と同じか、市長、町長と
同格の給料にしたらどうであろうか。
　給料につられて教育長になる人物は、教育長としてふさわしくないという
考え方もあるが、給料が高ければそれだけ尊敬されたことになり、一つの指
標になると思う。各自治体のトップと同等の給料に位置づけたらどうであろ
うか。
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